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本稿では，日本の都道府県パネルデータを用いて，政府支出，とりわけ政府消費と民間消費の代

替・補完関係を検証した．特に，政府消費と民間消費の同時点間の代替の弾力性に着目し推定を試み

た．実証分析の結果，標本期間の後半（1994年―2009年）と，地方圏および高齢化が進展している地

域においては，代替の弾力性の推定値が有意に正になることが確認された．
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1．はじめに

政府支出が民間部門の経済活動にどのような

影響を与えるのかは，従来の研究においても重

要な論点であったが，高齢化による社会保障費

の増大や，いわゆる「アベノミクス」における

「機動的な財政出動」を踏まえ，近年の日本に

おいてより強い関心を集めている．本研究では，

政府支出のうち国民経済計算上で政府最終消費

支出にあたる政府消費と民間消費の相互関係に

着目する．

政府消費に着目する一つの理由は，その規模

が拡大しているからである．国民経済計算

（2012 年度確報（93SNA，名目））を見ると，た

とえば，1995 年度における一般政府・政府最

終消費支出の対 GDP 比は 15.25％であったの

に対し，公的総固定資本形成は 8.80％であっ

た．それが 2012年度には，それぞれ 20.55％，

4.45％へと変化した．高齢化に伴う社会保障費

の増大と公共投資の削減により，政府支出に占

める政府消費の比重が大きくなったことが分か

る．

政府支出（政府消費）と民間消費の代替・補完

関係については，既に多くの実証研究が行わ

れている．海外においては，Bailey（1971），

Aschauer（1985），Graham（1993），Amano and

Wirjanto（1997, 1998），Chiu（2001），Ho（2001），

Fiorito and Kollintzas（2004），Nieh and Ho

（2006），Ganelli and Tervala（2009），Auteri

and Costantini（2010）等の研究が存在する．ま

た，日本（および日本を含めたアジア諸国）に

ついては，Hamori and Asako（1999），Okubo

（2003），Ho（2004），Kwan（2006），藤井（2011），

藤井・江口（2011），および Eguchi and Fujii

（2014）等が挙げられる．多くの研究は時系列デ

ータを用いる一方，Ho（2001），Fiorito and

Kollintzas（2004），Nieh and Ho（2006），Auteri

and Costantini（2010）はパネルデータを用いて

いる．

理論的には，政府消費と民間消費の間には相

反する二つの関係が想定される．一つは，Bar-

ro（1981）がダイレクト・クラウディング・アウ

トと呼んだ政府消費と民間消費の代替関係であ

る．これは，公立図書館で図書や CDの貸し出

しをするようになると，対応する民間での消費

が減少する例で説明される．もう一つは，両者

が補完関係にある場合であり，このとき政府消

費の拡大は民間消費を喚起することになる．し

かしながら，Barro（1981）では補完関係はモデ

ル上想定されていない．この点を踏まえ，Kar-

ras（1994）などが，政府消費と民間消費の補完

関係を扱えるように，効用関数に政府消費を組

み込む形で修正モデルを提示し，補完関係を含

む実証分析がなされるようになった．いずれに

せよ，どちらの関係が支配的であるかは実証研

究上の問題となる．

上記の先行研究を実証分析の手法面から分類

すると，大きく二つのアプローチに分けること

ができる．一つは，Kwan（2006）に代表される

ように，政府消費・民間消費比率をその相対価

格に回帰することで，同時点間の代替の弾力性

を推定する方法である．もう一つは，Amano
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and Wirjanto（1998）や，それに基づく藤井

（2011）および藤井・江口（2011）のように，異時

点間の代替の弾力性と同時点間の代替の弾力性

を 2段階で推定することで，政府消費と民間消

費の Edgeworth-Pareto（以下 E-P）の意味での

代替性（あるいは補完性，または無関係）を計測

する方法である．ただし，E-P代替・補完関係

を探るにあたっても，たとえば代替の弾力性一

定（CES）型効用関数を想定するならば，政府消

費と民間消費の同時点間の代替の弾力性の推定

結果がその判断に大きな影響を与える．そのた

め，まずは同時点間の代替の弾力性を推定する

ことが必要とされる．

先に見たように，代替の弾力性を推定するに

あたっては，マクロ時系列データないしはパネ

ルデータを用いることが考えられる．日本は世

界に先駆けて高齢化に直面し社会保障費が増

大1）しており，それは地域間の格差にもつなが

っている．後述のように，過疎・高齢化が進展

した地域においては社会保障関係の支出が増大

するため，人口一人当たり政府支出が大きくな

る．一方で，都市圏ではその傾向が弱い．地域

間で政府支出の規模や変化に違いがあるにもか

かわらずマクロデータにより代替の弾力性の推

定を行うと，過疎・高齢化などの要因が結果に

入り込んでしまう．推定値の精度を高めること

を意図するならば，地域間の異質性を考慮でき

る地域パネルデータを用いることが必要とされ

よう．しかしながら，日本における既存研究は

すべてマクロデータによるものであり，少なく

とも本研究と比較可能な地域パネルデータを用

いた実証研究は存在しない2）．

以上を踏まえ本稿では，政府消費と民間消費

の代替の弾力性に焦点を絞り，日本の都道府県

パネルデータをもとに，政府消費と民間消費の

代替・補完関係を再検証する．まず，第 2節で

は，本稿の位置づけを明らかにするために，関

連研究の簡単なサーベイを行う．その上で，

1990年代後半以降の日本を対象とした場合に

は，とりわけ都道府県パネルデータによる分析

が必要であることを議論する．第 3節は，本稿

で用いる計量分析の基礎となる経済モデルを提

示する．第 4節では，都道府県パネルデータに

基づく実証結果を報告する．第 5節は本稿の結

論部分である．

2．関連研究の整理と本稿の位置づけ

2. 1 政府消費の拡大と民間消費との代替・補

完関係

財政政策の分析では，乗数効果や中立命題3）

などが対象となることが多い．特に，従来の日

本における財政政策の議論では，公共投資・社

会資本や財政収支が注目されることが多かっ

た4）．一方，本稿が分析対象とするのは政府消

費と民間消費の代替・補完関係である．

第 1節でも述べたように，現在，政府支出に

おいて増加が顕著であるのは社会保障費である．

社会保障費は移転支出に限らないため，その拡

大は政府消費を増大させる．一方，近年公共投

資額は減少ないしは現状維持となっているため，

政府支出に占める政府消費の比重も相対的に大

きくなっている．さらに，社会保障費の増大は

政府の財政赤字拡大の主要因にもなっている．

2013年度の中央政府一般会計当初予算を，特

例国債を発行しなかった 1990年度と比較する

と，公共事業関係費はおよそ 9300億円減少し

たのに対して，社会保障関係費は約 17.5 兆円

増加している．

政府支出の内訳の変化に伴って，その民間活

動への影響は当然変化し得る．その中心が政府

消費の増加であることを考えると，特に論点と

なるのは民間消費に与える直接的な影響である．

直接効果の研究は，Bailey（1971），Barro

（1981）等が，代表的家計の効用最大化問題に政

府支出を組み込んで分析したことから始まる．

初期の研究では，政府支出と民間消費の直接的

な代替関係，すなわち，政府支出がある一定の

割合で民間消費と同じように効用の変化をもた

らすことが想定されていた．たとえば，Barro

（1981）は，毎期の税収と政府支出が等価である

と仮定した上で，t期における政府支出を加味

した有効民間消費 C
 を C

 =C+θG (0≤θ≤

1)として分析を行った．ここで Cは民間消費，

Gは政府支出であり，将来支出の割引現在価

値として定義される恒常政府支出は一定とされ

ている．パラメーター θが民間消費と政府支

出の代替率を示し，θ>0である場合に，今期

において政府支出が民間消費を直接的にクラウ

ディング・アウト（ダイレクト・クラウディン

グ・アウト）する5）ことになる．

ここでのパラメーター θの非負制約は，政
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府支出が民間消費に与える補完的な効果，すな

わちダイレクト・クラウディング・インが発生

しないことを意味する．マイナスの場合には，

政府支出による限界効用が負になってしまうか

らである．そこで，Karras（1994）等は，政府

消費と民間消費の補完関係を扱えるように，効

用関数に政府消費を組み込むことで修正モデル

を提示した．Molana（1997）や Amano and Wir-

janto（1998）でも，Karras（1994）と同様に補完

関係が分析可能なように CES型効用関数を用

いてモデルを組み立てている．効用関数の違い

に関する分析は Ni（1995）が詳しく，結果が関

数形に依存することを指摘している．

政府支出が代表的家計の効用関数に組み込ま

れているため，その民間消費との関係は，効用

関数を U (C, G )とすると，交差偏導関数 U

の符号により決まる．この符号から得られる関

係性を E-Pの意味での代替性（あるいは補完性，

または無関係）という．すなわち，Uの符号

が負であるときに，政府支出は民間消費に対し

て E-P の意味での代替性を持ち，正であると

きには補完性，ゼロであれば無関係となる．E-

P の意味での代替性を分析したものとして，

Molana（1997），Amano and Wirjanto（1998），

van Dalen（1999）等がある．同時点間の代替の

弾力性が，政府支出と民間消費についての，相

対価格と限界代替率の関係を示すにとどまるの

に対して，E-Pの意味での分析では政府支出の

変化が消費に与える影響を測ることができる．

Amano andWirjanto（1998）は，Uの符号が，

異時点間の代替の弾力性から同時点間の代替の

弾力性を差し引いた値の符号と一致することを

示した．この分析により，これらの二つの値を

計測することで，E-Pの意味での代替性や補完

性の検証ができるようになった．

2. 2 日本における分析とパネル分析への拡張

日本に関する政府支出と民間消費の代替・補

完関係の分析としては，Okubo（2003）や Ho

（2004）がある．ただし，Ho（2004）では E-P の

意味での関係は示されておらず，また，政府支

出には政府消費だけでなく公共投資が含まれて

いる．Ho（2004）は，1961 年第 1 四半期から

1980年第 4四半期まで，および 1981年第 1四

半期から 1999年第 4四半期までの期間に分け

て分析し，民間消費と政府支出の同時点間の代

替の弾力性がそれぞれ 1.26及び 1.18との結果

を得ている．Okubo（2003）は，1971 年第 1 四

半期から 1997年第 4四半期までの期間を対象

に分析を行い，E-Pの意味で補完性を持つかあ

るいは無関係であるとの結果を得ている．同時

点間の代替の弾力性は 1.387と推定されている．

直近までの期間を対象として分析したものとし

ては藤井（2011）が挙げられる．推定期間は

1980年第 2四半期から 2009年第 1四半期であ

るが，構造変化がみられたために，1991年第 3

四半期で期間を分けた分析も行っている．1991

年第 2 四半期以前では Okubo（2003）や Ho

（2004）とほぼ同じ同時点間の代替の弾力性が推

定されるが，それ以降で大きくなったとの結果

を報告している．

仮に代替の弾力性が大きくなったとすれば，

なぜそのような変化が起こったのかを考察する

必要がある．本稿が着目するのは，高齢化に伴

う社会保障費の増大が，政府支出と民間消費の

関係の推定結果に影響を与えている可能性であ

る．海外の既存研究においては，政府支出の内

訳が代替・補完関係の推定結果に影響すること

が指摘されている．たとえば Aschauer（1985）

は，政府支出と民間消費の間に代替関係がある

との結果（米国について 1948年から 1981年の

四半期データによる推定）を得たが，Graham

（1993）は，分析期間を 1990年まで伸ばすと異

なる結果となり Aschauer（1985）の結果は頑健

ではないと指摘した．Graham（1993）が問題の

一つに挙げたのは，政府支出の総額で分析する

点である．そして，民間消費と代替関係にない

と考えられる国防費などを分けて分析すること

で，結果が安定的になることを示した．その他

にも，Karras（1994）は代替・補完関係に財政

規模が影響を与えるとの結果を得ている．そこ

で要因として挙げられているのは，政府支出規

模が大きいほど，民間消費と補完的な財よりも

代替的と考えられる財を供給する傾向が強まる

ことである．また，Evans and Karras（1996）は，

非国防支出を教育支出とそれ以外に分けて分析

し，それ以外（すなわち教育支出以外）の部分は

民間消費と代替性を持つとの結果を得ている．

政府支出の各項目と民間消費との代替・補完

関係が異なるとすれば，政府支出の内訳が変化

すると，支出合計額で推定する場合の代替・補

完関係は変化する．既存研究において，社会保
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障費について分析したものは見当たらないが，

それが民間消費に対して他の政府支出とは異な

る影響を持つことは十分考えられる．

社会保障費の増加を考慮する一つの方法は，

政府消費から社会保障費を取り出すことである．

しかしながら，既存研究の結果では，社会保障

費のほかに教育費や国防費などの違いも論点と

なっているため，単に政府消費から社会保障費

のみを分けるのは適切ではない．また，わが国

では高齢化の進展に伴う社会保障費の増加が地

域間における政府規模の違いをもたらしている

可能性がある．このことから，分析において高

齢化と政府規模の地域差との関係を考慮するこ

とが要請されよう．そこで，もう一つの方法と

して，地域（都道府県）パネルデータを用いた分

析が考えられる．

パネルデータを用いた分析は近年いくつか報

告されているが，既存研究ではクロス・カント

リーデータをもとに分析が行われてきた．たと

えば，Fiorito and Kollintzas（2004）は 12のヨー

ロッパ諸国の 1970年から 1996年までの期間に

ついてのパネル分析を行った．政府支出を国防

や治安などの公共財と，健康や教育などのメリ

ット財とに分けて分析を行っている．分析結果

は，公共財は E-P の意味で代替的であるのに

対して，メリット財は補完的であるが，メリッ

ト財の方が政府支出に占める割合が大きいため，

全体では民間消費に対して補完的になるという

ものである．

注意が必要であるのは，クロス・カントリー

データをもとにパネル推定を行った場合，すべ

ての国に同じ代替の弾力性を仮定したことにな

る点である．しかしながら，この制約は強いも

のであり，どちらがより正確な推定値かは解釈

が難しいものとなる．

たとえば，Nieh and Ho（2006）と Auteri and

Costantini（2010）を比較すると，国による違い

が示唆される．Nieh and Ho（2006）は 23 の

OECD諸国について，1981年から 2000年まで

について分析し，政府支出と民間消費の間に

E-Pの意味で補完性があるとの結果を得た．一

方で，Auteri and Costantini（2010）は 15のヨー

ロッパ諸国について，1970年から 2007年の期

間についてパネル分析を行い，政府支出と民間

消費の間に E-P の意味で代替性があるとの推

定結果を得た．Nieh and Ho（2006）と異なる結

果となったのは，ヨーロッパ諸国という比較的

性質の近い国について分析したためであるとし

ている．また，Kwan（2006）では日本を含む 9

つの東アジア諸国の 1960年から 2002年の期間

について分析を行っているが，その結果は国に

よって差が大きい．

すると，推定値の精度を高めるためには，一

国を地域に分割した地域パネルを用いることが

自然な拡張と考えられる．さらに，地域パネル

であれば，社会保障費の増大が政府規模の地域

差をもたらしている可能性がある日本のケース

にも対応できる．

以下，日本において都道府県パネル分析を行

うことの意義について，統計面からも確認する．

ここでは，第 4節の実証分析で用いる人口一人

当たり民間消費と政府消費の比の対数値

( ln (CG ) )と相対価格の対数値 ( ln (P ) =

ln (P
P

) )の動きを整理した図を概観する．

図 1 と図 2 は，標本期間前半（1980 年から

1993年）と標本期間後半（1994年から 2009年ま

で）における，各都道府県の ln (CG )と

ln (P )との散布図である．これらの図をもと

に，高齢者比率（全人口に占める 65歳以上人口

の割合）が 2009年度の全国平均値よりも低い地

域（低高齢化地域）と全国平均値よりも高い地域

（高齢化地域）とに分けて，地域差が見られるか

否かを確認する．

図から，標本期間の前後半双方で，過疎・

高齢化が進展した道県を含む地域ほど，

ln (CG )の値が相対価格に対して相対的に

小さいことが分かる．すなわち，過疎・高齢化

地域では，民間消費に対して相対的に政府消費

の規模が大きくなっている．背景にあるのは，

過疎・高齢化による当該地域における一人当た

り政府消費支出の増大である．これは，高齢者

が多い地域で相対的に医療・福祉など社会保障

関係の支出が多くなることから生じていると考

えられる．そのため，地域間で政府支出規模に

違いが見られる場合にマクロデータで分析する

と，地域固有の効果である一人当り政府支出の

過疎・高齢化に伴う上昇が，代替の弾力性の推

定に反映されることが懸念される．

以上のことから，日本では時系列データでは

なく地域（都道府県）別のパネルデータを用いた

推定が必要とされることが分かる．
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3．分析の枠組み

N 地域からなる経済を考える．地域 iの代

表的主体は第 0期において，以下の生涯期待効

用を最大化するものとする．

E  ∑


  
βU (C, G )  , （1）

ここで βは割引因子，Cは主体 iの t期にお

ける民間財消費，Gは主体 iの t期における

公的財消費，U ( ∙ )は期間効用，E [ ∙ ]は t期

に利用可能な情報に基づく条件付き期待値を表

す．民間財消費と公的財消費の代替関係を考慮

するために，期間効用は以下のように CES型

を仮定する．

U (C, G ) =
u (C, G )



1−γ
, （2）

u (C, G ) = [ϕ exp (θ
 )C

  

+ (1−ϕ ) exp (θ
 )G

   ]


   ,

（3）

ここで γは相対的

危険回避係数，σ は

代替の弾力性，ϕは

CES 効用関数にお

ける民間財消費への

ウェイトを表す．通

常のように，関数

u ( ∙ )は u'>0お よ

び u"<0を 満 た す

とする．この経済に

おいて γ , β , σ，およ

び ϕといった選好

パラメーターは地域

間で差はないとする．

選好の地域差はパラ

メーター θ
 および

θ
 によって捉えら

れるとし，大きく三

つの要素に依存する

と仮定する．

θ
 ≡ η

 +ζ
 +ε

 ,

θ
 ≡ η

 +ζ
 +ε

 .

（4）

第 1 の要素 ηは時

間効果であり，すべ

ての地域に共通なマ

クロショックを表す．

第 2 の要素 ζは固定効果であり，地域固有の

要因を表す．第 3の要素 εは地域および時間

で異なる定常な確率的なショックを表す．選好

の異質性を導入するこのような方法は，個票デ

ータによる消費のオイラー方程式の実証分析で

広く用いられている6）．本稿では，民間財消費

と公的財消費に影響を与える時間効果，固定効

果，および確率的ショックは互いに異なるもの

と仮定する．

P
と P

をそれぞれ民間財と公的財の購入

価格とする．さらに，2 財の相対価格を P=

P
P

と定義する．期間効用（3）式は時間分離

可能であることから，相対価格と 2財の限界代

替率が等しいことを表す 1階条件は，次式のよ

うになる．

P =
∂U ∂G

∂U ∂C

=
ϕ exp (θ

 )C


(1−ϕ ) exp (θ
 )G

 . （5）

経済の供給サイドについては，Ogaki（1992）
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や Ogaki and Park（1997）に従って，明示的に

生産を考えず，各財の賦存量である C
 および

G
 が与えられたものと仮定する．従って，均

衡においては C=C
 および G=G

 が成立す

る．Ogaki（1992）や Ogaki and Park（1997）によ

って提案された共和分アプローチでは，1階の

条件である（5）式から選好パラメーターを識別

するために，賦存量は確率的トレンドを持つと

仮定する．ただし，実証分析においては均衡条

件から，実際に観察される Cおよび Gが確

率的トレンドを持つかを検証することになる．

以下では，記号の煩雑さを避けるため，特に断

らない限り両者の記号を区別せず用いることに

する．

（5）式の両辺の自然対数を取り，整理すると

以下を得る．

ln (CG ) = σ ln (ϕ (1−ϕ ) )

+σ (θ
−θ

 ) +σ ln P , （6）

ここで，（6）式の右辺第 2項は，（4）式から 3つ

の要素に分解できる．

σ (θ
−θ

 ) = σ (η
 −η

 ) +σ (ζ
 −ζ

 )

+σ (ε
−ε

 ) . （7）

2財の消費に影響する固定効果，時間効果，

確率的ショックが互いに打ち消さないと仮定す

ると，（6）式は以下のように書き表すことがで

きる．

ln (CG ) = ζ+η+σ ln P+ε, （8）

ここで，

ζ = σ ln (ϕ (1−ϕ ) ) +σ (ζ
 −ζ

 ) ,

η = σ (η
 −η

 ) , （9）

ε = σ (ε
−ε

 ) ,

である．以上のように 1階条件（5）式から，固

定効果と時間効果をコントロールした後，

ln (CG ) −σ ln (P )は定常であるとの制約

を導くことができる．本稿では，（8）式のパネ

ル共和分回帰をもとに代替の弾力性 σ の推定

を行う．

4．実証結果

本稿で対象とする地域は，内閣府「都道府県

別経済財政モデル・データベース」においてカ

バーされている 47都道府県すべてである．標

本期間は，1980 年から 2009 年までの 30 年間

を対象とする7）．モデルの公的財消費 Gと民

間財消費 Cには，それぞれ都道府県別一人当

たり実質政府最終消費支出と実質民間最終消費

支出を用いる．また，相対価格 P=P
P

に

は，各都道府県の政府最終消費支出と民間最終

消費支出のデフレーターの比を使用する．

表 1には，Levin et al.（2002）および Im et al.

（2003）のパネル単位根検定の結果を示している．

表 1のパネル Aにはレベル変数に基づく結果

を，表 1 のパネル B には階差変数に基づく

結果をそれぞれ報告している．レベルでは

ln (CG )のトレンドありのケースと ln (P )

のトレンドなしのケースを除いて単位根の帰無

仮説が棄却されない一方，一階の階差を取った

ケースでは単位根の帰無仮説が有意水準 1％で

棄却される．すなわち，ln (CG ) および

ln (P )の両変数ともに階差定常過程に従うと

考えられる．

表 2には，Kao（1999）のパネル共和分検定の

結果を報告している．表 2から明らかなように，

ln (CG )と ln (P )の二変数間に共和分関係

がないとの帰無仮説は有意水準 1％で棄却され

る．以上の予備検定の結果を踏まえ，本稿では

（8）式をMark and Sul（2003）の Panel Dynamic

OLS（PDOLS）により推定する．リードとラグ

については，Mark and Sul（2003）が推奨する 1

期および 2期を仮定する．

第 2節において，図 1と図 2を基に，高齢化
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−0.666（0）なしLLC

A．レベル

ln (P )ln (CG )トレンド検定統計量

表 1．パネル単位根検定の結果

B．階差

−0.428（0）−2.383（0）**あり

−14.249（5）***−0.522（0）なしIPS

5.861（0）−4.805（0）***あり

−18.155（5）***

−7.154（0）***あり

−3.312（0）***−7.095（0）***なしIPS

−9.109（0）***−35.307（0）***あり

−10.362（0）***−40.199（0）***なしLLC

注） LLCは Levin et al.（2002），IPSは Im et al.（2003）の

帰無仮説を単位根とした検定統計量を表す．（ ）内

の値は SBICによって選択されたラグの値を示す．

***は有意水準 1％，**は有意水準 5％で帰無仮説が

棄却されることを表す．

−3.970（0）***

注） モデルはトレンドを許容せず，定数項

を考慮．（ ）内の値は SBICによって選

択されたラグの値を示す．***は有意水

準 1％で共和分なしの帰無仮説が棄却

されることを表す．

−2.574（5）***ADF

検定統計量

表 2．パネル共和分検定の結果（Kao（1999））



が進展している地域は（そうでない地域と比較

すると相対的に）政府消費の規模が大きく，

ln (CG )の値が小さくなることを確認した．

これに加え，近年の高齢化の進行に伴い，標本

期間後半において全体的に ln (CG )の値が

低下していることが分かる．他方，図 3aから

図 4bまでに示したように，地域を都市部と非

都市部，低高齢化地域と高齢化地域に分割した

場合8），ln (P )の動きは 1994 年あたりから，

それまでの上昇傾向から低下傾向に転じている

ことが分かる9）．

以上の ln (CG )と ln (P )の特徴を踏まえ，

本稿では標本期間全体および全都道府県を対象

とした分析に加え，

標 本 期 間 を 前 半

（1980 年―1993 年）

と 後 半（1994 年 ―

2009年）に分けた推

定10），および地域を

都市部と非都市部，

低高齢化地域と高齢

化地域に分割した推

定も試みる．また，

結果の頑健性を見る

ため，時間効果がな

い，つ ま り η
=η



とした定式化の推定

も合わせて行う．

表 3には，全標本

期間（1980 年―2009

年）を対象とした推

定結果，および標本

期間を前半（1980 年

―1993 年）と 後 半

（1994 年―2009 年）

に分割して推定した

結果を示している．

表 3 のパネル A に

は，時間効果がない

とした場合，パネル

Bには，時間効果が

あるとした場合の結

果をそれぞれ報告し

ている．なお，以下

では特に断らない限

り，標準誤差は通常

の方法で計算したものに加え，Andrews

（1991）の長期分散推定法（以下，QSPW と表

記）を用いて計算したものも報告している．

代替の弾力性の推定値は，最小で 0.221（標本

期間前半，時間効果なし，リード・ラグ=1期

のケース），最大で 3.487（標本期間後半，時間

効果なし，リード・ラグ=2 期のケース）とな

るなど，対象期間により差が見られる．しかし

ながら，リード・ラグの次数の選択により推定

値の大きさは大幅に変化しない．また，「時間

効果なし，リード・ラグ=1期」のケースで，

全標本期間を対象とした場合や，「時間効果あ

り，リード・ラグ=2期」のケースで，標本期
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間前半を対象とした場合は有意に推定されない

ものの，標本期間後半を対象とした場合には有

意な結果が頑健に得られることが分かる11）．

表 4には，地域を都市部と非都市部に分割し

た場合の推定結果を報告している．都市部の推

定結果を見ると，「時間効果なし」のケースで

はリード・ラグの次数の選択に関わらず有意な

結果が得られないことが分かる．一方，非都市

部については，時間効果の有無，およびリー

ド・ラグの次数の選択に関わらず，有意に正と

なることが分かる．

表 5には，高齢化率で地域を分割した場合の

推定結果を報告している．表から分かるように，

高齢化地域では有意

に正の結果が頑健に

得られる一方，低高

齢化地域では，たと

えば「時間効果なし，

リード・ラグ=1期

間」のケースにある

ように，有意な結果

が得られないケース

もあることが分かる．

高齢化地域のほとん

どの道県は表 4の非

都市部に相当し，低

高齢化地域のほとん

どの都府県は表 4の

都市部に相当する．

このため，過疎・高

齢化が進んでいる地

域では代替の弾力性

が有意に正に推定さ

れることが分かる．

また，表 3と表 4同

様，リード・ラグの

次数を変更したこと

により推定値は大幅

に変化しない．

本稿の主要な結果

を整理すると以下の

ようになる．第 1に，

都市部と非都市部，

および高齢化地域と

低高齢化地域との間

で，推定値にほとん

ど統計的に差が見られない．これは，地域間の

異質性を考慮したパネル推定を行った結果，代

替の弾力性の推定値に差異が見られなくなった

ことを意味する．第 2に，標本期間の前半と後

半で，推定値が大きく異なる点が挙げられる．

たとえば，表 3で，有意性の高い「時間効果あ

り，リード・ラグ=1期」のケースを見ると，

1980年から 2009年の全期間では 1.320である

のに対して，標本期間前半では 0.496，後半期

では 2.645となっている．すなわち，1990年代

中盤を境に代替の弾力性が上昇したことが認め

られる．本稿とほぼ同じ期間を対象とした藤井

（2011）（1980 年第 2 四半期から 2009 年第 1 四
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半期）においても，後半に推定値が上昇したと

の結果が得られている12）．この原因としては，

標本期間後半に，政府消費の中でも現物社会給

付が増加していることを挙げることができる．

現物社会給付の内訳は医療や介護であり，これ

らの財は，該当する民間財と代替性が強いであ

ろう．つまり，標本期間後半に，代替性の強い

財の比重が増加したことにより，代替の弾力性

がより大きくなったと考えられる．

5．まとめと今後の課題

本稿では，日本の都道府県パネルデータを用

い，政府消費と民間消費の代替の弾力性の推定

を試みた．実証分析の結果，標本期間の後半に

おいて，時間効果の有無に関わらず，代替の弾

力性が有意に正に推定された．

しかしながら，本稿では E-P 代替・補完に

ついては判断をしていない．クラウディング・

アウトないしはクラウディング・インといった

マクロ経済学的なインプリケーションを得るた

めには，本稿の枠組みを基に異時点間の代替の

弾力性を推定する必要がある．また，後半に代

替の弾力性が大きくなった理由を政府消費の内

訳の変化に求めたものの，財を分割した分析は

試みていない．たとえばメリット財のように強

制的に与えられる財もあれば，そうでない財も

あるなど，政府消費の中には性質の異なる財が

含まれている．この点をより厳密に分析するに

は，政府消費の内容を区分する，ないしはモデ

ルを 3財以上に拡張することなどが考えられる．

以上の点は今後の課題である．

補論 データの説明

都道府県別一人当たり実質政府最終消費支出

と一人当たり実質民間最終消費支出は，内閣府

「都道府県別経済財政モデル・データベース」

の「4．データ推計結果（県民経済計算）」およ

び「7．データ推計結果（人口）」をもとに作成

している13）．本稿の執筆時点（2014 年 9 月）に

おいて，最新版（平成 25年（2013）年 5月 31日

公表，ファイル名：0531database04. xls, 0531

database07. xls）は，http: //www5. cao. go. jp/

keizai3/database.htmlから入手可能である．都

道府県別の実質政府最終消費支出と実質民間最

終消費支出は，エクセル・ファイル 0531data

base04.xlsのシート「政府最終消費支出」とシ

ート「民間最終消費支出」の値（単位：百万円，

平成 12 年（2000 年）基準）を用いている．都道

府県別の人口はエクセル・ファイル 0531data

base07.xlsのシート「人口」の値（単位：人）を
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A．時間効果なし

1994-
2009

1980-
1993

1980-
2009

リード・ラグ

標本期間

表 3．パネル共和分回帰による代替の弾力性の

推定結果（期間分割）

0.9542.234

（0.120）（0.216）（9.421）

［0.234］［0.457］［6.374］1

3.2360.2212.004

0.4961.320

B．時間効果あり

（0.136）（0.659）（0.686）

［0.397］［0.993］［0.385］2

3.487

［1.428］［0.355］2

2.9530.8481.299

（0.197）（0.443）（0.255）

［0.485］［0.771］［0.303］1

2.645

注） 上段の［ ］内は標準誤差，下段の（ ）内は An-

drews（1991）の QSPW による長期分散の推定法

を用いた標準誤差，N と T はそれぞれ推定に用

いられたパネルデータのクロスセクションと時系

列の数を表す．

T=16T=14T=30

N=47,N=47,N=47,

（0.156）（1.100）（0.321）

［0.606］

［0.324］［7.920］1

1.9682.182

A．時間効果なし

非都市部都市部リード・ラグ

表 4．パネル共和分回帰による代替の弾力

性の推定結果（都市部・非都市部別）

B．時間効果あり

（0.350）（4.101）

［0.340］［1.419］2

2.2682.080

（0.411）（10.078）

（0.795）

［0.350］［0.820］2

1.3221.277

（0.259）（0.583）

［0.380］［0.481］1

1.3951.325

注） 上段の［ ］内は標準誤差，下段の（ ）

内の数値は Andrews（1991）の QSPW

による長期分散の推定法を用いた標

準誤差，N と T はそれぞれ推定に用

いられたパネルデータのクロスセク

ションと時系列の数を表す．

T=30T=30

N=36,N=11,

（0.272）



用いている．都道府県別一人当たり実質政府最

終消費支出と一人当たり実質民間最終消費支出

は，実質政府最終消費支出と実質民間最終消費

支出を人口で除すことで求めている．

政府最終消費支出のデフレーター (P
)は名

目政府最終消費支出を実質政府最終消費支出で

除すことで，民間最終消費支出のデフレーター

(P
)は名目民間最終消費支出を実質民間最終

消費支出で除すことで，それぞれ求めている．

名目政府最終消費支出と名目政府最終消費支出

は，上述のエクセル・ファイル 0531data-

base04.xlsのシート「名目政府最終消費支出」

とシート「名目民間最終消費支出」の値をそれ

ぞれ用いている．

（神戸大学大学院経済学研究科・
筑波大学システム情報系・岡山
大学大学院社会文化科学研究科）
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究は宮崎が受給している科学研究費補助金（基盤研究

（C）（研究課題番号：26380361））の成果の一部である．

1） 中央政府の社会保障関係費は公的年金や健康保

険等に関する特別会計への移転である．そのため，社

会保障関係費はそのまま政府消費になっているわけで

はない．しかしながら，一般政府ベースでも社会保障

費が政府消費の中で大きな割合を占めている．国民経

済計算上の一般政府の機能別最終消費支出で支出割合

（対政府最終消費支出総額，2012度実質値）が大きい

のは，保険（病院，外来サービスなど）の約 33％や社

会保護（老齢，遺族など）の約 12％であり，これらは

一般公共サービスの約 10％を上回っている．なお，

保険や社会保護では，現物社会給付が占める割合が大

きい．

2） 藤井・江口（2011）は都道府県データを使用して

おり，予備検定の段階ではパネル分析を行っているも

のの，実証分析の段階では都道府県別に代替の弾力性

を推定している．このため，本稿では藤井・江口

（2011）をパネルデータによる先行研究に区分していな

い．

3） 中立命題の実証分析の結果は，期間の違いや分

析手法によって結論の違いが大きくなる．この点につ

いて，畑農（2009）は先行研究の整理を行い，日本の実

証分析については，中立命題が成立する（中立命題の

成立を棄却できない）との点で概ね一致していると結

論付けている．

4） とりわけ公共投資については，社会資本の生産

力効果について多くの研究がなされてきた．日本にお

ける分析は，Mera（1973）により研究が始められ，その

後も Asako andWakasugi（1984），岩本（1990），浅子・

坂本（1993），三井・太田編（1995），畑農（1998），吉

野・中島編（1999），宮崎（2004），Okubo（2008），およ

び畑農（2008）等の研究がなされてきた．直近の研究で

は，宮川・川崎・枝村（2013）は社会資本の生産力効果

のサーベイを行うとともに再検討を行い，1990年代

からの公共投資削減が効率的な公共投資の選択につな

がり，むしろ生産性効果を高めたと指摘している．

5） 浅子（2000）では，クラウディング・アウトを，

（1）直接的なクラウディング・アウト，（2）取引に基づ

くクラウディング・アウト，（3）ポートフォリオ・ク

ラウディング・アウト，の三者に区分している．（1）

は今まで民間で供給されていた財・サービスを政府が

代わって供給する場合に生じ，（2）と（3）は金利を通じ

た間接的な経路を指す（（2）はケインズモデル，（3）は

古典派モデルで説明）．また，政府支出のクラウディ

ング・アウト効果については，小塚・平賀・藤井

（2012）がサーベイを行っており，日本の研究について

もまとめられている．

6） 本稿では，exp (θ
)と exp (θ

)は全体として

選好ショックを表すものと考える．この解釈のもとで，

（3）式は Zeldes（1989），Ogaki and Park（1997）および

Kwan（2006）の拡張と見なすことができる．

7） 本稿で用いた「都道府県別経済財政モデル・デ

経 済 研 究124

［3.096］［0.414］1

1.8642.115

A．時間効果なし

低い地域高い地域リード・ラグ

表 5．パネル共和分回帰による代替の弾力

性の推定結果（高齢化率別）

B．時間効果あり

（1.872）（0.431）

［0.656］［0.411］2

1.9802.456

（22.427）（0.541）

（0.378）

［0.502］［0.484］2

1.1581.465

（0.346）（0.375）

［0.375］［0.498］1

1.0741.724

注） 上段の［ ］内は標準誤差，下段の（ ）

内の数値は Andrews（1991）の QSPW

による長期分散の推定法を用いた標

準誤差，N と T はそれぞれ推定に用

いられたパネルデータのクロスセク

ションと時系列の数を表す．

T=30T=30

N=22,N=25,

（0.462）



ータベース」では，68SNA と 93SNA の接続が行わ

れている．具体的には，重なる期間の乖離の平均を係

数として，それを 68SNAデータに乗ずる方法が取ら

れている．このような乖離の平均を用いた接続は，少

なくとも本分析では大きな問題とはならないと考えら

れる．政府消費の値そのものは 68SNA より 93SNA

で大きく増加したが，そのほとんどは社会資本の減耗

分である．この減耗は社会資本ストックの一定率とし

て求められているため，乖離の平均を用いた調整は社

会資本ストックが大きく変化しない限り，適切な方法

となっている．一方で，本稿で分析対象とする政府消

費支出の内訳の変更は，民間消費と政府消費における

医療給付の計上替えがあるものの額は小さく，接続に

よって受ける影響は限られる．

8） 都市部と非都市部の分割は，林（2003）の分類方

法に従った．

9） これは，P
以上に P

が低下してきたことを

意味する．高齢化の進展等もあって，実質政府消費支

出の「量」はコンスタントに増加している一方，特に

この時期に P
の内訳の一つである人件費（公務員給

与）デフレーターが抑制ないしは下落している．政府

最終消費支出は（人件費がかかる）公的サービスの占め

る割合が大きく，名目支出額が相対的に抑えられた結

果，事後的なデフレーター，すなわち ln (P )が低下

したと考えられる．

10） 1994年で期間を分割した理由は，多くの地域

でその時期に消費・政府支出比のトレンド変化が見ら

れることに加え，生産年齢人口（15∼64歳）のピーク

がこの時期に重なっていることも挙げられる．

11） 念のため，2000 年代中盤以降に ln (P )が急

激に上昇している愛知県と熊本県を除いた推定も行っ

た．数値の範囲がわずかに狭くなるものの，本質的な

結果に変化は見られなかった．

12） ただし，藤井（2011）は本稿とは異なり，トレ

ンドを考慮したモデルをもとに代替の弾力性の推定を

行っている．この点を踏まえ，トレンドを考慮した推

定も試みた．その結果，表 3と同様，時間効果の有無

やリード・ラグの次数の如何に関わらず，後半に推定

値が上昇することが確認された．

13） 詳しくは，http: //www5. cao. go. jp/keizai3/

database.htmlを参照のこと．
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